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法人課税 中小企業向け優遇税制の適用対象である「中小企業者」の範囲縮小

1．改正の概要

（1）「みなし大企業」の判定における、大規模法人の範囲拡大

（2）「みなし大企業」の判定における、発行済株式からの自己株式除外

中小企業向け優遇税制を受けられない「みなし大企業」の判定における大規模法人の範囲が拡大され、結果として優遇
税制を受けられる「中小企業者」の範囲が縮小されます。

みなし大企業の判定にあたっては、その判定対象となる法人の発行済株式又は出資から、その有する自己の株式又は
出資を除外します。

・資本金の額又は出資金の額が1億円以下の法人

発行済株式又は出資の2/3以上を
大規模法人に所有されている法人

発行済株式又は出資の1/2以上を
同一の大規模法人に所有されている法人

みなし大企業（改正案により範囲が拡大）

(注)大法人とは、資本金の額若しくは出資金の額が5億円以上である法人、相互会社若しくは外国相互会社（常時使用従業員数が
1,000人超のものに限る。）又は受託法人をいう。

・資本等を有しない法人のうち常時使用従業員数が1,000人以下の法人

中小企業者（色塗りが対象・改正案により範囲が縮小）

項目 改正前 改正案

大規模法人の定義

・資本金又は出資金の額が1億円超の法人
・資本又は出資を有しない法人で常時使用
 従業員数が1,000人超の法人

・資本金又は出資金の額が1億円超の法人
・資本又は出資を有しない法人で常時使用
 従業員数が1,000人超の法人
・大法人(注）の100%子法人
・100%グループ内の複数の大法人(注）に発行済株式
  又は出資の全部を保有されている法人
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2．適用時期

3．実務上の留意点

大綱に特段の記載なし

租税特別措置法における優遇措置の対象となる「中小企業者」の定義に関する改正で
あり、法人税法における優遇措置（軽減税率等）の対象となる「中小法人」とは異なる点
に留意が必要である。

なお、法人税法における優遇措置は、大法人による完全支配関係がある普通法人の全
てについて適用除外となる。

4．今後の注目点

• 適用時期は2019年4月1日以後開始事業年度（投資減税などは2019年4月1日以後に取得）となるか。
• みなし大企業の範囲の拡大は、大法人の孫会社までとなるか。

（「大法人の100%子法人」の要件は、「大法人による完全支配関係がある法人」とならないか。）

大法人の子法人

100%

大法人

＜ケース１＞ ＜ケース２＞

対象法人

100%

✕

○

資本金 中小企業者か否か

1億円以下

1億円以下

✕

✕

改正前 改正案
大法人

100%

大法人

大法人の子法人

100%

大法人

対象法人

100%

70% 30%

✕

○

資本金 中小企業者か否か

1億円以下

1億円以下

✕

✕

改正前 改正案

【参考】影響を受ける主な優遇税制

中小企業投資促進税制

中小企業経営強化税制

商業・サービス業・農林水産業活性化税制

研究開発税制
（中小企業者は要件緩和・控除拡大）

所得拡大促進税制
（中小企業者は要件緩和・控除拡大）
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